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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　分子構造が下記一般式（１）で示される近赤外線吸収化合物。
【化１】
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　ここで、Ｒは全て同一であってフッ素、ｎ－ブチル基、もしくはｎ－ブトキシ基のいず
れかであり、Ｘ－は中性化のためのカウンターイオンである。
【請求項２】
　請求項１記載の近赤外線吸収化合物を高分子樹脂に分散させた樹脂組成物であって、前
記樹脂組成物を基材上に積層することを特徴とする近赤外線吸収フィルター。
【請求項３】
　請求項２記載の基材が可視光線領域において実質的に吸収を有しないことを特徴とする
近赤外線吸収フィルター。
【請求項４】
　前記基材が透明なポリエステルフィルムであることを特徴とする請求項３記載の近赤外
線吸収フィルター。
【請求項５】
　プラズマディスプレイの前面に設置することを特徴とする請求項２～４記載の近赤外線
吸収フィルター。

【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は光学フィルターに関するもので、特に可視光線領域の透過率が高く、近赤外線を
効率良く遮断することができる近赤外線吸収フィルタ－に関するものである。また、前記
近赤外線吸収フィルタ－を得るための新規な近赤外線吸収化合物に関するものである。本
発明の近赤外線吸収化合物を用いた近赤外線吸収フィルターは、例えばビデオカメラなど
の光学機器の受光素子や撮像素子の受光感度補正や色調補正等、またキャッシュカードや
ＩＤカード等の偽造防止など、近赤外線を遮断する機能が必要な用途に広く適用すること
ができる。また、太陽光線に含まれる近赤外線吸収の調光材料や植物育成の制御などの農
業用資材や保護メガネ等の視覚保護医療材料、更には感光材料にも利用することができる
。
【０００２】
【従来の技術】
従来から用いられてきた代表的な近赤外線吸収化合物および近赤外線吸収フィルタ－とし
ては、下記のようなものが挙げられる。
【０００３】
▲１▼燐酸系ガラスに、銅や鉄などの金属イオンを含有したフィルタ－（特開昭６０－２
３５７４０号公報、特開昭６２－１５３１４４号公報など）。
【０００４】
▲２▼基板上に屈折率の異なる層を積層し、透過光を干渉させることで特定の波長を透過
させる干渉フィルタ－（特開昭５５－２１０９１号公報、特開昭５９－１８４７４５号公
報など）。
【０００５】
▲３▼共重合体に銅イオンを含有するアクリル系樹脂フィルタ－（特開平６－３２４２１
３号公報）。
【０００６】
▲４▼近赤外線吸収色素を含有する近赤外線吸収材料としては、次のようなものが使われ
てきた。
（１）特開平８－１２０１８６号公報、 特開平９－２７９１２５号公報、特開平８－１
２０１８６号公報に示されているようなフタロシアニン系、ナフタロシアニン系色素を用
いたもの。
（２）特開昭６０－４３６０５号公報、特開昭６１－１１５９５８号公報、特開昭６１－
２９１６５１号公報、特開昭６２－１３２９６３号公報、特開平１－１７２４５８号公報
、に示されているようなアントラキノン系色素を用いたもの。
（３）特開昭６０－２３６１３１号公報、特開平４－１７４４０３号公報に示されている
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ようなアミニウム塩系色素を用いたもの。
（４）特開昭５７－２１４５８号公報、 特開昭６１－３２００３号公報、 特開昭６２－
１８７３０２号公報、特公昭６１－３２００３号公報, 特開昭６１－３２００３号公報に
示されているようなジチオール金属錯体系色素を用いたもの。
（５）特開平５－１７８８０８号公報、特開平５－２９５９６７号公報、特開平９－３１
００３１号公報に示されているようなジインモニウム塩系色素を用いたもの。
【０００７】
しかしながら、従来使用されてきた上記▲１▼から▲３▼記載の近赤外線吸収フィルター
には、それぞれ以下に示すような問題点があった。
【０００８】
前記▲１▼の方式の場合、近赤外領域に急峻な吸収が有り、赤外線遮断率は非常に良好で
あるが、可視領域の赤色の一部も大きく吸収してしまい、透過色は青色に見える。ディス
プレー用途では色バランスを重視され、このような用途に使用するのは不適切である。ま
た、ガラスであるために加工性にも問題がある。
【０００９】
前記▲２▼の方式の場合、光学特性は自由に設計でき、ほぼ設計通りの品質を有するフィ
ルターを製造することが可能であるが、その為には、屈折率差のある層の積層枚数を非常
に多くする必要があり、製造コストが高くなるなどの欠点がある。また、大面積を必要と
する場合、全面積にわたって高い精度の膜厚均一性が要求されるため、製造が困難である
。
【００１０】
前記▲３▼の方式の場合、前記▲１▼の方式の欠点であった加工性は改善される。しかし
、前記▲１▼の方式と同様に、光学特性の設計の自由度が低い。また、可視領域の赤色部
分にも吸収が有り、フィルターが青く見えてしまうという前記▲１▼の方式の問題点は変
わらない。さらに、銅イオンの吸収が小さく、アクリル樹脂に含有できる銅イオン量も限
られているため、アクリル樹脂を厚くしなければならないという問題点もある。
【００１１】
前記▲４▼の方式の場合、加工性や生産性に優れ、また安価で製造することができ、さら
に光学特性の設計の自由度も比較的大きい。しかしながら、従来使用されてきた前記▲４
▼記載の赤外線吸収色素には、それぞれ以下に示すような問題点があった。
【００１２】
前記（１）記載の赤外線吸収色素を使用した場合、可視領域の吸収が大きく、着色したも
のしか得られない。また、近赤外域の吸収巾が小さく近赤外線の遮断が不十分である。
【００１３】
前記（２）記載の赤外線吸収色素を使用した場合、前記（１）記載の赤外線吸収色素を使
用した場合と同様、可視領域の吸収が大きく、着色したものになってしまう。
【００１４】
前記（３）記載の赤外線吸収色素を使用した場合、近赤外線領域の吸収巾は大きいものの
、可視領域に大きな吸収があるため、着色が問題になる。
【００１５】
前記（４）記載の赤外線吸収色素を使用した場合、可視領域の吸収は他の色素に比べて小
さいものの、近赤外線領域の吸収巾が小さく、近赤外線の遮断が不十分である。
【００１６】
前記（５）記載の赤外線吸収色素を使用した場合、可視領域の吸収は比較的小さいため着
色の問題が小さく、近赤外線領域の吸収巾も広いといった利点がある。しかしながら、赤
外線リモコンの波長域となる８００ｎｍから９００ｎｍの吸収が不十分であるという問題
点がある。
【００１７】
近年、薄型大画面ディスプレイとしてプラズマディスプレイが注目されているが、プラズ
マディスプレイから不要な近赤外線が放出され、これが近赤外線リモコンを使う電子機器
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等の誤動作を起こす問題がある。従って、近赤外線を吸収する材料をプラズマディスプレ
イの前面に設置することが必要とされる。しかし、従来使用されてきた材料では、上記の
ような理由で、満足なものが提供されていないのが実状である。
【００１８】
【発明が解決しようとする課題】
本発明は、上記のような状況に鑑みなされたものであって、その目的は、波長８００ｎｍ
から１３００ｎｍにおける近赤外線領域において大きくて巾の広い吸収を有し、かつ可視
領域の光透過性が高く、さらに可視領域に特定波長の大きな吸収を有しない、近赤外線吸
収化合物を提供することにある。さらに、前記特性を有する近赤外線吸収化合物を用い、
加工性および生産性に優れた近赤外線吸収フィルターを提供することにある。
【００１９】
【課題を解決するための手段】
本発明は、上記のような状況に鑑みなされたものであって、前記課題を解決することがで
きた近赤外線吸収化合物および近赤外線吸収フィルターとは、以下の通りである。
【００２０】
本発明の第１の発明は、分子構造が下記一般式（１）で示される近赤外線吸収化合物であ
る。
【化２】

ここで、Ｒは全て同一であってフッ素、ｎ－ブチル基、もしくはｎ－ブトキシ基のいずれ
かであり、Ｘ－は中性化のためのカウンターイオンである。
【００２１】
第２の発明は、第１の発明に記載の近赤外線吸収化合物を高分子樹脂に分散させた樹脂組
成物であって、前記樹脂組成物を基材上に積層することを特徴とする近赤外線吸収フィル
ターである。
第３の発明は、第２の発明に記載の基材が可視光線領域において実質的に吸収を有しない
ことを特徴とする近赤外線吸収フィルターである。
【００２２】
第４の発明は、前記基材が透明なポリエステルフィルムであることを特徴とする第３の発
明に記載の近赤外線吸収フィルターである。
第５の発明は、プラズマディスプレイの前面に設置することを特徴とする第２～４の発明
に記載の近赤外線吸収フィルターである。
【００２３】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施の形態を詳細に説明する。
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【００２４】
本発明において、前記の一般式（１）で示される近赤外線吸収化合物は、文献に記載の方
法（Shigeru Sasaki and Masahiko Iyoda, Chemistry Letters ,１９９５年）にしたがっ
て、例えば下記構造式（２）で示される化合物を合成し、この化合物を酸化することによ
り得ることができる。酸化は、ＡｇＣｌＯ4、ＡｇＳｂＦ6、ＡｇＢＦ4、ＡｇＮＯ3のよう
な酸化剤により、容易に行うことができる。
【００２５】
【化３】

ここで、Ｒはフッ素、ｎ－ブチル基、もしくはｎ－ブトキシ基のいずれかである。
【００２６】
　前記の一般式（１）で示される本発明の近赤外線吸収化合物は、近赤外線領域に大きな
吸収を持ち、且つ吸収巾が大きい。また、可視領域の透過率が高く、光学用途として適し
ている。また、置換基Ｒにより、吸収波長域の微調整、高分子樹脂への溶解性の制御を行
うことができる。
【００２７】
　本発明の近赤外線吸収化合物において、前記の一般式（１）の置換基Ｒはすべてが同一
である。また、置換基Ｒは窒素原子の４位に置換することが好ましい。前記置換基Ｒとし
ては、アルキル基、アルコキシ基、フッ素が挙げられる。Ｘ－は中性化のためにカウンタ
ーイオンを示す。
【００２８】
　アルキル基としては、ｎ－ブチル基が挙げられる。
【００３０】
　またアルコキシ基としては、ｎ－ブトキシが挙げられる。
【００３１】
本発明の近赤外線吸収フィルターは、近赤外線吸収層を基材に積層させた構成からなる。
近赤外線吸収層は、分子構造が前記の一般式（１）で示される近赤外線吸収化合物と高分
子樹脂とを主な構成成分とし、高分子樹脂に近赤外線吸収化合物を分散させて使用される
。本発明ではこのような構成とすることで、近赤外線吸収層の厚み及び前記の一般式（１
）で示される近赤外線吸収化合物の含有量のコントロールが容易であり、そのため、近赤
外領域の吸収の大きさや可視領域の透過率を制御することができ、光学特性の設計の自由
度が大きくすることができる。
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【００３２】
また、近赤外線吸収層の基材への積層方法は得に限定されるわけではないが、基材上に高
速でコーティングできるグラビアコート法、リバースコート法、キスロールコート法、ロ
ールコート法で設けることができ、加工性、生産性という点も優れる。
本発明の近赤外線吸収層には、分子構造が前記の一般式（１）で示される近赤外線吸収化
合物を少なくとも１種以上含有していることが必要である。吸収波長が異なる２種以上の
近赤外線吸収化合物を併用する場合、これらの近赤外線吸収化合物が分子間で相互作用等
をおこさなければ、混合した状態で近赤外線吸収層に含有させてもかまわない。分子間で
相互作用等を起こす場合には、それぞれ単独で使用することが必要である。その場合、吸
収波長が異なる近赤外線吸収化合物をそれぞれ単独で含有させた複数の近赤外線吸収層を
基材に積層してもかまわない。この積層は基材の両面でも良いし、片面に複数層積層して
も良い。
【００３３】
本発明の近赤外線吸収フィルターの近赤外線吸収層には、分子間の相互作用等を示さなけ
れば、前記の一般式（１）で示される化合物以外に、近赤外領域の吸収領域の巾を広げ、
かつ吸収強度を高くすることを目的として、他の近赤外線吸化合物を含有させてもよい。
【００３４】
他の近赤外線吸収化合物としては、フタロシアニン系化合物、ジチオ－ル金属錯体系化合
物、ジインモニウム塩系化合物などが好適である。例えば、フタロシアニン系化合物とし
ては、日本触媒社製Excolor IR-1、IR-2、IR-3、IR-4、TXEX-805K、TXEX-809K、TXEX-810
K、TXEX-811K、TXEX-812Kなどが例示される。また、ジチオール金属錯体系化合物として
は、三井化学社製SIR‐128、SIR‐130、SIR‐132、SIR‐159などが例示される。さらに、
ジインモニウム塩系化合物としては、日本化薬社製 IRG-022、IRG-023などが挙げられる
。
【００３５】
上記の他の近赤外線吸収化合物は一例であり、特に限定されない。また、必要に応じて、
さらに他の種類の色素を混合しても良い。
【００３６】
前記の近赤外線吸収層の構成成分である高分子樹脂としては、前記の一般式（１）で示さ
れる本発明の近赤外線吸収化合物を均一に分散できるものであれば特に限定されないが、
ポリエステル系、アクリル系、ポリアミド系、ポリウレタン系、ポリオレフィン系、ポリ
カ－ボネ－ト系樹脂が好適である。
【００３７】
また、前記基材としては、透明性が高いことはもちろんのこと、コスト、取り扱いやすさ
という点で、プラスチックフィルムが好ましい。具体的には、ポリエステル系、アクリル
系、セルロ－ス系、ポリエチレン系、ポリプロピレン系、ポリオレフィン系、ポリ塩化ビ
ニル系、ポリカ－ボネ－ト、フェノ－ル系、ウレタン系樹脂から形成されたフィルムが挙
げられるが、物理的特性、光学特性、耐薬品性、環境負荷などの観点から、ポリエステル
フィルムが好ましい。ポリエステルフィルムとしては、ポリエチレンテレフタレート、ポ
リブチレンテレフタレート、ポリエチレン－２，６－ナフタレート又はこれらの樹脂の構
成成分を主成分とする共重合体から形成された二軸配向ポリエステルフィルムが好ましく
、中でもポリエチレンテレフタレートから形成された二軸配向ポリエチレンテレフタレー
トフィルムが特に好ましい。
【００３８】
また、上記ポリエステル系樹脂には、各種の添加剤が含有されていても良い。添加剤とし
て、例えば、帯電防止剤、ＵＶ吸収剤、安定剤等が挙げられる。また、基材ポリエステル
フィルム中には、透明性の点から、易滑性付与を目的とした不活性粒子を実質上含有させ
ないことが好ましい。
【００３９】
また、基材フィルムと近赤外線吸収層との密着性を良くするために、前記基材フィルムに
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、未延伸または一軸延伸後のポリエステルフィルムの少なくとも片面に易接着層を設け、
その後少なくとも一軸方向に延伸・熱固定処理するインラインコート法により積層するこ
とが特に好ましい。インラインコート法により積層された易接着層に、適切な粒径の微粒
子を含有させることにより滑り性をもたせておけば、良好なハンドリング性（滑り性、巻
き取り性など）、耐スクラッチ性を付与することができる。このため、二軸配向ポリエス
テル中に微粒子を含有させる必要がなく、全光線透過率が８９％以上の高透明なフィルム
を得ることができる。
【００４０】
前記易接着層の樹脂としては、共重合ポリエステル系樹脂、ポリウレタン系樹脂、アクリ
ル系樹脂、スチレン－マレイン酸グラフトポリエステル樹脂、アクリルグラフトポリエス
テル樹脂などが挙げられ、少なくとも１種以上を使用することが好ましい。なかでも、共
重合ポリエステル系樹脂及びポリウレタン系樹脂からなる樹脂、スチレン－マレイン酸グ
ラフトポリエステル樹脂が特に好ましい。
【００４１】
本発明において、近赤外線吸収組成物をバインダ－樹脂に分散させた樹脂組成物を基材上
に積層する方法は、共押出し法、コーティング法などが挙げられるが、特に限定されない
。なかでも、コーティング法は、厚み均一性、コストの点で好ましい。コーティング法の
場合、コ－ティング時のコ－ティング液に用いる溶剤は、本発明で用いる近赤外線吸収色
素とバインダ－樹脂を均一に分散できるものであれば何でもよい。例えば、アセトン、メ
チルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、酢酸エチル、酢酸プロピル、メタノ－ル、
エタノ－ル、イソプロピルアルコール、エチルセロソルブ、ブチルセロソルブ、ベンゼン
、トルエン、キシレン、テトラヒドロフラン、ｎ－ヘキサン、ｎ－ヘプタン、塩化メチレ
ン、クロロホロム、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、水などが挙げられるが、これらに限
定されるものではない。
【００４２】
【実施例】
次に、本発明の近赤外線吸収化合物および近赤外線吸収フィルターの製造方法について、
基材としてポリエチレンテレフタレート（以下ＰＥＴと略称する）を使用した例にして説
明するが、当然これに限定されるものではない。実施例及び比較例中の「部」は、特に断
らない限り、「重量部」のことである。また、本明細書に記載の分光特性は、自記分光光
度計（日立Ｕ－３５００型）を用いて測定したものであり、測定した波長は１５００～２
００ｎｍの範囲である。
【００４３】
実施例１
下記構造式（３）で示される化合物を文献の方法（Shigeru Sasaki and Masahiko Iyoda,
 Chemistry Letters，１９９５年）によって合成した。次に、下記構造式（３）で示され
る化合物１部をアセトン２０部に溶かし、さらに該化合物に対し、２倍モル量のヘキサフ
ルオロアンチモン酸銀を加えた。室温で２時間攪拌したのち、析出した銀をろ別し、ろ液
をエーテルで薄めて析出した固体を集め、エーテルおよびヘキサンで洗浄し、下記構造式
（４）で示される近赤外線吸収化合物０．５部を得た。この近赤外線吸収化合物を塩化メ
チレン溶液に溶解し、１０ｍｇ／ｌの溶液を調整し、１ｃｍ長の石英セルに入れて分光光
度計により透過率を測定した。表２に示されるように、下記構造式（４）で示される近赤
外線吸収化合物は、可視領域の５５０ｎｍの透過率が高く、８００ｎｍから９００ｎｍの
近赤外線領域の吸収も大きかった。
【００４４】
【化４】
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ここで、ｎ－Ｂｕはｎ－ブチル基の略である。
【００４５】
【化５】

ここで、ｎ－Ｂｕはｎ－ブチル基の略である。
【００４６】
実施例２
また、上記近赤外線吸収化合物を分散する高分子樹脂を以下の要領で製造した。
温度計、撹拌機を備えたオ－トクレ－ブ中に、
テレフタル酸ジメチル　　　　　　　　　　　　　１３６重量部、
イソフタル酸ジメチル　　　　　　　　　　　　　　５８重量部
エチレングリコール　　　　　　　　　　　　　　　９６重量部、
トリシクロデカンジメタノール　　　　　　　　　１３７重量部
三酸化アンチモン　　　　　　　　　　　　　　０．０９重量部
を仕込み１７０～２２０℃で１８０分間加熱してエステル交換反応を行った。次いで、反
応系の温度を２４５℃まで昇温し、系の圧力を１．３３～１３．３ｈＰａとして１８０分
間反応を続けることにより、共重合ポリエステル樹脂（Ａ１）を得た。共重合ポリエステ
ル樹脂（Ａ１）の固有粘度は０．４０ｄｌ／ｇ、ガラス転移温度は９０℃であった。
【００４７】
上記共重合ポリエステル樹脂（Ａ１）の、ＮＭＲ分析による共重合組成比は、酸成分とし
て、テレフタル酸が７１モル％、イソフタル酸が２９モル％であり、アルコール成分とし
て、エチレングリコールが２８モル％、トリシクロデカンジメタノールが７２モル％であ
った。
【００４８】
次に、この共重合ポリエステル樹脂（Ａ１）、実施例１に記載の構造式（４）で示される
近赤外線吸収化合物、及び溶剤を、表１に示すような組成でフラスコにいれ、加熱しなが
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ら攪拌し、近赤外線吸収化合物及び共重合ポリエステル樹脂（Ａ１）を溶解した。この溶
解液を近赤外線吸収層用塗布液とした。
【００４９】
【表１】

【００５０】
次に、上記で調合した塗布液を、厚み１００μｍの高透明二軸配向ポリエチレンテレフタ
レートフィルム基材（東洋紡績（株）社製、コスモシャインＡ４１００）に、グラビアロ
－ルにより片面にコ－ティングし、１５０℃の熱風をフィルム表面に風速５ｍ／ｓで送り
ながら１分間乾燥して近赤外線吸収フィルターを製造した。乾燥後のコ－ト層（近赤外線
吸収層）の厚さは８．０μｍであった。得られた近赤外線吸収フィルターの分光特性を表
１に示す。表１に示されるように、得られた近赤外線吸収フィルターは可視領域の５５０
ｎｍの透過率が高く、８００ｎｍから９００ｎｍの近赤外線領域の吸収も大きかった。
【００５１】
実施例３
下記構造式（５）で表わされる近赤外線吸収化合物を、実施例１に記載の合成方法と同様
にして合成した。次に、この近赤外線吸収化合物を用いた以外は、実施例２と同様の方法
で近赤外線吸収フィルターを製造し、分光特性を測定した。表１に示されるように、得ら
れた近赤外線吸収フィルターは可視領域の５５０ｎｍの透過率が高く、８００ｎｍから９
００ｎｍの吸収も大きかった。
【００５２】
【化６】

ここで、ｎ－Ｂｕはｎ－ブチル基の略である。
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【００５３】
実施例４
下記構造式（６）で示される近赤外線吸収化合物を実施例１に記載の合成方法と同様にし
て合成した。次に、この近赤外線吸収化合物を用いた以外は、実施例２と同様の方法で近
赤外線吸収フィルターを製造し、分光特性を測定した。表１に示されるように、得られた
近赤外線吸収フィルターは可視領域の５５０ｎｍの透過率が高く、８００ｎｍから９００
ｎｍの吸収も大きかった。
【００５４】
【化７】

【００５５】
比較例１
近赤外線吸収化合物として、ジインモニウム塩系化合物（日本化薬社製、ＩＲＧ－０２２
）に変更する以外は、実施例１と同様の方法で分光特性を測定した。表１に示されるよう
に、上記ジインモニウム塩系化合物は可視領域の５５０ｎｍの透過率は高いものの、８０
０ｎｍから９００ｎｍの近赤外領域の吸収が不十分であった。
【００５６】
比較例２
近赤外線吸収化合物として、ジインモニウム塩系化合物（日本化薬社製、ＩＲＧ－０２２
）に変更する以外は、実施例２と同様の方法で分光特性を測定した。表１に示されるよう
に、得られた近赤外線吸収フィルターは可視領域の５５０ｎｍの透過率は高いものの、８
００ｎｍから９００ｎｍの近赤外領域の吸収が不十分であった。
【００５７】
【表２】



(11) JP 4403473 B2 2010.1.27

10

20
【００５８】
【発明の効果】
以上説明したように、本発明の近赤外線吸収化合物および近赤外線吸収フィルタ－は、近
赤外線領域に大きくて、巾の広い吸収を有し、しかも可視領域の光線透過性が高く、さら
に環境安定性及び耐久性にも優れているため、プラズマディスプレイ用の近赤外線吸収フ
ィルタ－をはじめ、波長選択調光材料、視覚保護医療材料、その他光通信ならびに光検出
に障害を防止する近赤外線カットフィルター、近赤外線感光材料、農業用波長選択近赤外
線カットフィルターなどに好適である。



(12) JP 4403473 B2 2010.1.27

10

20

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                                        
   Ｃ０９Ｋ   3/00     (2006.01)           Ｃ０９Ｋ   3/00    １０５　          　　　　　
   Ｇ０２Ｂ   5/22     (2006.01)           Ｇ０２Ｂ   5/22    　　　　          　　　　　

(56)参考文献  特開昭６３－２９９９８９（ＪＰ，Ａ）
              特開平０３－０００２９１（ＪＰ，Ａ）
              米国特許第０３５７５８７１（ＵＳ，Ａ）
              特開平１０－１５６９９１（ＪＰ，Ａ）
              特開平０７－１３３４３７（ＪＰ，Ａ）
              特開昭６０－２３６１３１（ＪＰ，Ａ）
              特開平１０－０７８５０９（ＪＰ，Ａ）
              Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｍａｃｒｏｍｏｌｅｃｕｌａｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ，Ｐｕｒｅ　ａｎｄ　
              Ａｐｐｌｉｅｄ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ，１９９８年，Ｖｏｌ．Ａ３５，Ｎｏ．４，ｐ．６７３－
              ６９０

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              C07C 1/00-409/44
              B32B 1/00-43/00
              G02B 5/20-5/28
              CAplus(STN)
              REGISTRY(STN)


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	overflow

